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論文内・容の要旨
本論文は、マレーシアの工業化とそれを支えた開発財政とを総合的に研究したものである。
つ
その際、従来の研究を基礎に3つの分析視点、を設定している。まず第 1は、 L業化と政府の役割との関
連の重視であるo これは、マレーシアではー貰して政府投資の比重が比較的大きく、政府開発財政の役割
や工業化における公企業の役割が大きいことによる。第2の視点は、工業化を社会的に規定したブミプト
ラ政策のフレームワークとの関連に留意している。ブミプトラ政策は、マレーシアの経済社会のあらゆる
分野に強い影響を与え、 i業化政策や開発金融政策、中小企業政策にも色濃く投影してきたからである。
第3の視点は、中小企業問題と中小企業政策の展開に注目することである。中小企業問題はマレーシア工
業化の成果の半面でもあり、工業化分析の不可欠の側面である。また中小企業問題はブミプトラ政策の重
安な対象でもあり、ブミプトラ政策に規定された工業化の分析には不可欠な分野にほかならない。
み:論文の第 I部「工業化戦略と工業化の段階的特質」では、まず工業化戦略、工業化の段階的特質と工
業仕問題とを明らかにしたうえ、第H部「開発財政と工業化jでは、マレーシア工業化に大きな役割を果
たした開発財政に焦点を当て、工業化と開発財政との相互関連を検討する。
まず第1章 11960年代の輸入代替i業化の限界と「新経済政策J(1971年)Jでは、工業化の時期l五分を
明確にしたうえで、 1960年代から]970年代末までの工業化戦略と工業化の実績を分析する。そして1971年
の「新経済政策J(別名ブミプトラ政策)の内容と外資導入による輸出指向工業化を分析する。ここでは、
「新経済政策」がいかなる意味で外資主導の輸出指向T業化戦略と接合したのか、この点、を明確にしている。
すなわち、工業化と新たな雇用機会の創出に当たって、華人資本の利用を回避するEthnic8y-Passという
考え方のために外資導入が図られたのである。
第2章「輸入代替電化学工業化と輸出指向工業化の新展開」では、 1980年代初頭に始まった輸入代替重
工業化と1980年代半ばにおけるその見直し、そして1980年代後半以降の新たな輸出指向工業化を分析して
いる。ここではとくに、 1985年に建国以来はじめてのマイナス経済成長に直面し、新たな輸出指向工業化
を図るうえで、 1971年の「新経済政策J(プミプトラ政策〉が事実上棚七げされた、という評価を下してい
る。
第1章と第2章の工業化の段階的発展の分析を踏まえて、第3章「工業化の段階的発展と中小企業政策
の展開」では、工業化の展開との関連で中小企業問題の変遷とその政策を分析している。本章では、独立
後の1960年代から現在に辛ーるまで-の中小企業問題と政府の中小企業政策を検討している。本草によって、
工業化の展開と歩を並べて中小企業問題とそのための政策が展開してきたことが理解できる。
マレーシアの工業化戦略と工業化の実績とを分析した第 I部を踏まえて、第E部では工業化に大きな役
割lを果たした開発財政に焦点を当て、開発財政が工業化に果たした役割、その相可.関連を検討している。
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まず第4章「開発財政の構造と役割Jは、開発財政の構造とそれが1970年代以降のT業化にいかなる役割
を演じたのか、を分析している。具体的には、マレーシアの開発財政の仕組み、そして開発財政を支える
重要な某盤条件である被雇用者年金基金 (EmployeesProvident Fund)と民間金融機関に課していた国
債投資義務政策を検討しているo そのうえで、工業化における開発財政支出の役割を分析している。本章
によっては、マレーシア政府が進めてきた了.業化の財政的な条件が明らかにされる。またこれこそがマレー
シア政府にとって、産業政策において強いイニシアチブを発揮しうる条件となったのである。
第5章「開発財政の転換と公企業の民営化」では、 1990代に進んだ公企業の民営化の実績と民営化に対
応した被雇用者年金や商業銀行の新たな役割について検討している。民営化に対応して、 1990年には被雇
用者年金や商業銀行の凶債投資義務が大幅に緩和されたが、被雇用者年金は機関投資家として、商業銀行
は長期信用供給者として、依然として政府系の企業グループに対する同内資金の煮たる資本供給者である
との評価である。
終章では、マレーシアにおける工業化の段階的発展の特質を整理する視点から分析結果を要約するとと
もに今後φ研究課題についても展望している。
論文審査の結果の要旨
本論文は、 1970年代以降90年代半ばまでのマレーシアの高度経済成長を牽引した工業化を分析したもの
である。本論文は、分析視角の設定と研究史のサーベイよりなる序論、工業化の史的展開と中小企業問題
を対象とする第I部「工業化戦略と工業化の段階的特質J(1章--3章)および工業化と開発財政との相瓦
関連を検討する第E部「開発財政と工業化J(4章-5章〉から構成される。
本論文は、マレーシアの工業化の特質として以下の諸点を指摘している。(1)1971年以降のマレー系国民
に資本や扉闘を優先配分するブミプトラ政策は、多民族社会の政治的安定化に大きな役割を果たし、これ
が工業化の一つの前提条件を提供した。 (2)政府は、工業化によって国民所得を増加させながらプミプトラ
政策を行うことができたので、華人系によるブミプトラ政策批判を抑えることもできた。この意味では、
工業化がプミプトラ政策の前提条件となった。 (3)開発財政は、マレ一系の中小企業や重化学公企業を育成
し、ブミプトラ政策を実現するための長大の財政的条件である。 (4)1980年代半ば以降、事実.tI棚上げ」
されたブミプトラ政策は、グローパリゼーション下でブミプトラ系企業を保護するために、 2001年に再び
重視されるようになった。
本論文は、以下の点で高い学術的価値を有する。
第1に、工業化における政府開発財政の機能分析を行なった点である。(1)被雇用者年金基金と商業銀行
による国債投資を媒介とした開発財源の調達メカニズム、 (2}開発財政支出や政府企業の役割、を検討し、
マレーシアの産業政策の財政的条件を具体的に解明した。
第2に、公企業の民営化が進むなかでも、政府管理の被雇用者年金基金が機関投資家として衣替えし、
依然として民営化された公企業に大きな影響力をもっており、新たな環境下での政府の重要な役割を導出
した。
第3に、中小企業をもっぱらサボーティング企業として研究する近年の研究動向の弱点を克服し、 1970
年代から工業化に即して系統的に分析した点である。ブミプトラ政策では、中小企業はもともとブミプト
ラ資本の「苗床」として重視されていたので、本論文の成果は、プミプトラ政策に規定されたマレーシア
のt業化の研究に対する貴重な貢献である。
ただし、本書が分析したマレーシアの工業化のケースを、一方では開発経済学においてどのように理論
化するか、他方では他のアジア諸国の工業化とどのように類型比較するのか、という重要な課題が残され
ている。また開発財政のみならず産業金融を含めた開発金融の全体に迫ってゆくことも、工業化の研究と
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して不可欠である。
とはいえ、これらの研究課題にはすでに本人も着子し、その研究成果を期待できるだけの研究能力があ
ることは、本論文によって十分に確認できる。よ勺て本研究は、課程博士の学位授与に十分に値するもの
である、と判断する。
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